
令和７年度山形市次世代放射光施設ナノテラス利用促進補助金交付要綱 

 

（目的及び交付） 

第１条 市長は、３ＧｅＶ高輝度放射光施設Ｎａｎｏ Ｔｅｒａｓｕ（以下「ナノテラス」

という。）の利用促進を図り、もってナノテラスを利用する事業者の事業の発展を推進す

るため、ナノテラスを利用する事業者に対し、山形市中小企業振興条例（平成３１年市条

例第１号。以下「条例」という。）第８条の規定に基づき、山形市補助金等の適正化に関す

る規則（昭和５２年市規則第１０号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところ

により、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市税の滞納がな

い者であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 条例第２条第１号、第２号又は第４号に規定する者 

⑵ 山形市内に事務所を有する条例第２条第３号に規定する者 

⑶ 山形市内に事務所又は事業所を有しない者であって、山形北インター産業団地に進

出し、又は地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平

成１９年法律第４０号）第４条第１項の基本計画に定める同条第２項第４号の重点促

進区域（この市の区域に属するものに限る。）に進出する意思があり、かつ、次のいず

れかの産業に属する事業を行うもの 

ア 半導体関連 

イ 自動車関連 

ウ 航空機関連 

エ ロボット関連 

オ 環境・エネルギー関連 

カ 医療・福祉・健康関連 

キ 食品・農業関連 

⑷ その他市長が適当と認める者 

 



（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に

掲げる補助対象者の区分に応じそれぞれ当該各号に定める事項を実施するために、令和

７年度においてＮａｎｏ Ｔｅｒａｓｕシェアリング２０００又はものづくりフレンド

リーバンク制度によりナノテラスを利用する事業とする。 

⑴ 前条第１号又は第２号に規定する補助対象者 自社の製品、技術又はサービスの付加

価値を高めることを目的とした測定 

⑵ 前条第３号に規定する補助対象者 同号アからキまでのいずれかの産業に資するも

のの測定 

⑶ 前条第４号に規定する補助対象者 市長が必要と認める事項 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業に要する経費のうち次に掲げるもの（消費税及び地方消費税相当額を除く。）とする。 

⑴ ビームライン利用料 

⑵ ナノテラスが定めるナノテラスでの測定に必需となる消耗品費 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の総額に３分の１を乗じて得た額（その額に１００円

未満の端数が生ずる場合は、当該端数を切り捨てた額）とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金等交付申請書の提出期限は、市長の指示する日とし、添付すべき書類は、次

のとおりとする。 

⑴ 会社概要（別記様式第１号） 

⑵ 事業計画書（別記様式第２号） 

⑶ 補助対象経費の収支予算書（別記様式第３号） 

⑷ 確認書（別記様式第４号）（第２条第３号に規定する補助対象者に限る。） 

⑸ Ｎａｎｏ Ｔｅｒａｓｕシェアリング２０００又はものづくりフレンドリーバンク



制度に加入していることが分かる書類等 

⑹ 登記事項証明書の写し（最新のもの） 

⑺ 直近年度の法人市民税の納税証明書（未納がないものに限る。） 

⑻ その他市長が必要と認めるもの 

 

（交付の条件） 

第７条 規則第７条第１項第１号又は第２号の規定により市長の承認を受けようとする者

は、事業計画変更・中止承認申請書（別記様式第５号）に次に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 補助対象経費の収支予算書【変更】（別記様式第６号） 

 

（事業実績報告書） 

第８条 補助事業等実績報告書の提出期限は、市長の指示する日とし、添付すべき書類は、

次のとおりとする。 

⑴ 事業報告書（別記様式第２号） 

⑵ 補助対象経費の収支決算書（別記様式第３号） 

⑶ ナノテラスの利用に係る請求書及び領収書の写し 

⑷ その他市長が必要と認めるもの 

 

（概算払） 

第９条 市長は、必要と認めるときは、補助金の概算払をすることができる。 

 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  


